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働き方改革関連法について

令和８年10月14日

高松労働基準監督署



本日の説明内容
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◆ 働き方改革とは

◆ 労働時間の上限規制

◆ 年次有給休暇の取得義務

◆ 過重労働による健康障害防止

◆ 労働時間の適正な把握

◆ 労働条件の通知

◆ その他（割増賃金、解雇等）



働き方改革の基本的な考え方
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「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた

多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」できるように

するための改革です。

「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」「働く方々のニーズの多様化」

などの課題に対応するため、就業機会の拡大や意欲・能力を発揮できる環

境つくりが必要

働く方の個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現するこ

とで、成長と分配の好循環を構築し、働く人一人ひとりがより良い将来の

展望を持てるようにすることを目指す。



働き方改革関連法の全体像
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●時間外労働の上限規制を導入

時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とする。

●年次有給休暇の確実な取得

  10日以上有給休暇が付与される労働者に対し、年5日取得が義務化。

●長時間労働者に対する医師の面接指導制度の改正

  医師の面接指導の対象要件が、月100時間超⇒月80時間超に拡大。



時間外労働の上限規制

5

◆１週40時間（特例措置対象事業場は週44時間）、１日８時間
を超えて労働させてはならない

（特例措置対象事業場：労働者10名未満の商業、保健衛生業、飲食店など）

◆毎週少なくとも１日（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者の代表で
36協定を締結し、労働基準監督署に届け出ることが必要。

◆ 36協定では、時間外労働を行うことができる最大の時間数な
どを定める

例外



時間外労働の上限規制

上限規制のイメージ

（例外）
上限
(年６か月まで)
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

（原則）
上限
✓月45時間
✓年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間
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限度時間

特別条項

＊休日労働を含む

３６協定に定める項目

◆対象期間（１年間）とその起算日

◆１日、１か月、１年の各期間について法定労働時間（１日８時間、
１週４０時間）を延長して労働させることができる時間数または
休日日数 など

限度時間の上限

一般の36協定（原則）

◆１月 ４５時間  （時間外のみ）

◆１年 ３６０時間 （時間外のみ）

特別条項付き協定（例外）

◆１月 １００時間未満 （時間外＋休日）

◆１年 ７２０時間 （時間外のみ）

◆月４５時間を超える回数は年６回まで



時間外労働の上限規制
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●36協定で次のような内容を締結したケースについて具体的な実務内容を見ていきます。

合計 8080 60 45 35 80

時間外労働と休日労働の合計が（E）の（85時間）を超えることはできない



時間外労働の上限規制
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例えば、2021年9月については、前月までの実績をもとに、２∼６か月平均
を算出します。同様に他の月についても２∼６か月平均を算出するため、すべ
ての月について、隣接する２∼６か月の平均が８０時間以内となるように管理
しなければなりません。



Check Point
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①「１日」「１か月」「１年」のそれぞれの時間外労働が、

 36協定で定めた時間を超えないこと。

■②休日労働の回数・時間が、36協定で定めた回数・時間を
超えないこと。

■③特別条項の回数(＝時間外労働が限度時間を超える回数)が、
36協定で定めた回数を超えないこと。

■④毎月の時間外労働と休日労働の合計が、100時間以上になら
ないこと。

■⑤月の時間外労働と休日労働の合計について、どの2∼6か月の
平均をとっても、1か月当たり80時間を超えないこと。



36協定の締結における留意点
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①協定する期間は、「１日」「１箇月」「１年」に限ります。

②協定期間の「起算日」を定める必要があります。

③時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、

２～６か月平均80時間以内にすることを協定する必要があります。

◆36協定の締結を行う代表者の選任

労働者の過半数で組織する
労働組合

労働者の過半数を代表する者
（過半数代表者）

留意点
✓ 管理監督者でないこと
✓ 締結者の選出を明らかにし、投票・挙手等の方法で選出すること
✓ 使用者の意向に基づいて選出されたものでないこと

有効期間は原則１年間なので毎年届け出が必要です！

◆36協定は、労働者に周知する必要があります。



３６協定届の記載例
（ 様 式 第 ９ 号 （ 第 1 6 条 第 １ 項 関 係 ） ）

事業場（工場、支店、営業所
等）ごとに協定してください。

労働保険番号・法
人番号を記載して

ください。

この協定が有効と
なる期間を定めて
ください。１年間
とすることが望ま

しいです。

業務の範囲を細分化し、明確
に定めてください。

事由は具体的に定
めてください。

対象期間が３か
月を超える１年
単位の変形労働
時間制が適用さ
れる労働者につ
いては、②の欄
に記載してくだ

さい。

１年間の上限時間
を計算する際の起
算日を記載してく
ださい。その１年
間においては協定
の有効期間にかか
わらず、起算日は
同一の日である必
要があります。

１日の法定労働時間を
超える時間数を定めて

ください。

１か月の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は45時間
以内、②は42時間以内です。

１年の法定労働時間を超える時間数
を定めてください。①は360時間以

内、②は320時間以内です。

時間外労働と法定
休日労働を合計し
た時間数は、月

100時間未満、２
～６か月平均80
時間以内でなけれ
ばいけません。こ
れを労使で確認の
上、必ずチェック
を入れてください。
チェックボックス
にチェックがない
場合には、有効な
協定届とはなりま

せん。

金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場
○○○ ○○○○

○○市○○町１－２－３
○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更

検査

経理

製品不具合への対応

機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人

１０人

５人

５人

３時間

２時間

２時間

３時間

３時間

３０時間

１５時間

１５時間

２０時間

２０時間

２５０時間

１５０時間

１５０時間

２００時間

２００時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであり、労使当
事者はこのことに十分留意した上で協定するようにしてください。

なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であっても、労働契約
法第５条に基づく安全配慮義務を負います。

検査課主任

山田花子

工場長

田中太郎

管理監督者は労働者代表にはなれません。

受注の集中 設計

臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人

２０人

１か月に１日

１か月に１日

８：３０～１７：３０

８：３０～１７：３０

○ ○

土日祝日

土日祝日

協定書を兼ねる場合には、労働者代表の署
名又は記名・押印などが必要です。

３７０時間

２７０時間

２７０時間

３２０時間

３２０時間

４０時間

２５時間

２５時間

３０時間

３０時間

３．５時間

２．５時間

２．５時間

３．５時間

３．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

表面

◆３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け出てください。 ◆３６協定の届出は電子申請でも行うことができます。
３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。    ◆（任意）の欄は、記載しなくても構いません。

その場合には、記名押印又は署名など労使双方の合意があることが明らかとなるような方法により締結することが必要です。必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

協定書を兼ねる場合には、使用者の
署名又は記名・押印などが必要です。

労働者の過半数
で組織する労働
組合が無い場合
には、３６協定
の締結をする者
を選ぶことを明
確にした上で、
投票・挙手等の
方法で労働者の
過半数代表者を
選出し、選出方
法を記載してく

ださい。
使用者による指
名や、使用者の
意向に基づく選
出は認められま

せん。
チェックボック
スにチェックが
ない場合には、
形式上の要件に
適合している協
定届とはなりま

せん。



36協定の締結における留意点
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臨時的な特別の事情があるため、原則となる時間外労働の限度時間（月45時間・
年360時間）を超えて時間外労働を行わせる必要がある場合には、以下の事項を
協定した上で、３６協定届（様式第９号の２）を所轄労働基準監督署長に提出す
る必要があります。

36協定において協定する必要がある事項

限
度
時
間
を
超
え
る
場
合

臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合における 
 １か月の時間外労働＋休日労働の合計時間数（100時間未満） 

 １年の時間外労働時間（720時間以内

限度時間を超えることが出来る回数（年６回以内）

限度時間を超えて労働させることが出来る場合

限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保する
ための措置（勤務間インターバル、連続休暇の取得等）

限度時間を超えた労働に係る割増賃金率

限度時間を超えて労働させる場合における手続き



３６協定届の記載例（特別条項）
（ 様 式 第 ９ 号 の ２ （ 第 1 6 条 第 １ 項 関 係 ） ）

◆臨時的に限度時間を超えて労働させる場合には様式第９号の２の
協定届の届出が必要です。

◆様式第９号の２は、
・限度時間内の時間外労働についての届出書（１枚目）と、
・限度時間を超える時間外労働についての届出書（２枚目）
の２枚の記載が必要です。

◆３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け出て
ください。
– ３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。
その場合には、記名押印又は署名など労使双方の合意があることが
明らかとなるような方法により締結することが必要です。

– 必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

◆３６協定の届出は電子申請でも行うことができます。
◆（任意）の欄は、記載しなくても構いません。

事業場（工場、支店、営業所
等）ごとに協定してください。

労働保険番号・法
人番号を記載して

ください。

この協定が有効と
なる期間を定めて
ください。１年間
とすることが望ま

しいです。

業務の範囲を細分化し、
明確に定めてください。

事由は具体的に定め
てください。

対象期間が３か
月を超える１年
単位の変形労働
時間制が適用さ
れる労働者につ
いては、②の欄
に記載してくだ

さい。

１年間の上限時間
を計算する際の起
算日を記載してく
ださい。その１年
間においては協定
の有効期間にかか
わらず、起算日は
同一の日である必
要があります。

１日の法定労働時間を
超える時間数を定めて

ください。

１か月の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は45時間
以内、②は42時間以内です。

１年の法定労働時
間を超える時間数
を定めてください。
①は360時間以内、
②は320時間以内

です。

金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場
○○○ ○○○○

○○市○○町１－２－３
○○○ ○○○○ ○○○○

○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更

検査

経理

製品不具合への対応

機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人

１０人

５人

５人

３時間

２時間

２時間

３時間

３時間

３０時間

１５時間

１５時間

２０時間

２０時間

２５０時間

１５０時間

１５０時間

２００時間

２００時間

受注の集中 設計

臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人

２０人

１か月に１日

１か月に１日

８：３０～１７：３０

８：３０～１７：３０

土日祝日

土日祝日

３７０時間

２７０時間

２７０時間

３２０時間

３２０時間

４０時間

２５時間

２５時間

３０時間

３０時間

３．５時間

２．５時間

２．５時間

３．５時間

３．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

１枚目
（表面）

労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであり、労使
当事者はこのことに十分留意した上で協定するようにしてください。

なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であっても、労働契
約法第５条に基づく安全配慮義務を負います。

時間外労働と法定
休日労働を合計し
た時間数は、月

100時間未満、２
～６か月平均80
時間以内でなけれ
ばいけません。こ
れを労使で確認の
上、必ずチェック
を入れてください。
チェックボックス
にチェックがない
場合には、有効な
協定届とはなりま

せん。



業務の範囲を細分
化し、明確に定め
てください。

事由は一時的又は突発的に時間外労働を行
わせる必要のあるものに限り、できる限り

具体的に定めなければなりません。
「業務の都合上必要なとき」「業務上やむ
を得ないとき」など恒常的な長時間労働を
招くおそれがあるものは認められません。

１年間の上限時
間を計算する際
の起算日を記載
してください。
その１年間にお
いては協定の有
効期間にかかわ
らず、起算日は
同一の日である
必要があります。

月の時間外労働
の限度時間（月
45時間又は42
時間）を超えて
労働させる回数
を定めてくださ
い。年６回以内
に限ります。

限度時間（月45時間又は42時
間）を超えて労働させる場合の、
１か月の時間外労働と休日労働
の合計の時間数を定めてくださ
い。月100時間未満に限ります。
なお、この時間数を満たしてい
ても、２～６か月平均で月80時
間を超えてはいけません。

限度時間（年360
時間又は320時
間）を超えて労働
させる１年の時間
外労働（休日労働
は含みません）の
時間数を定めてく
ださい。年720時
間以内に限ります。

時間外労働と法定
休日労働を合計し
た時間数は、月

100時間未満、２
～６か月平均80
時間以内でなけれ
ばいけません。こ
れを労使で確認の
上、必ずチェック
を入れてください。
チェックボックス
にチェックがない
場合には、有効な
協定届とはなりま

せん。

○○○○年４月１日

突発的な仕様変更 設計

検査

機械組立

１０人

１０人

２０人

６０時間

６０時間

５５時間

５５０時間

５００時間

４５０時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

検査課主任

山田花子

工場長

田中太郎

機械トラブルへの対応

製品トラブル・大規模なクレームへの対応

４回

３回

３回

３５％

３５％

３５％

限度時間を超え
て時間外労働を
させる場合の割
増賃金率を定め
てください。
この場合、法定

の割増率
（25%）を超
える割増率とな
るよう努めてく

ださい。

限度時間を超
えた労働者に
対し、裏面の
記載心得１
（９）①～⑩
の健康確保措
置のいずれか
の措置を講ず
ることを定め
てください。
該当する番号
を記入し、右
欄に具体的内
容を記載して
ください。

①、③、⑩
対象労働者への医師による面接指導の実施 、対象労働者に１１時間の勤務間インターバルを設定、

職場での時短対策会議の開催

労働者代表者に対する事前申し入れ

限度時間を超え
て労働させる場
合にとる手続に
ついて定めてく

ださい。

○ ○

３５％

３５％

３５％

限度時間を超えて時
間外労働をさせる場
合の割増賃金率を定
めてください。

この場合、法定の割
増率（25%）を超
える割増率となるよ
う努めてください。

６時間

６時間

６時間

６．５時間

６．５時間

６．５時間

７０時間

７０時間

６５時間

６７０時間

６２０時間

５７０時間

労働者の過半数で組織する労働組合が無い場合には、３６
協定の締結をする者を選ぶことを明確にした上で、投票・
挙手等の方法で労働者の過半数代表者を選出し、選出方法

を記載してください。
使用者による指名や、使用者の意向に基づく選出は認めら

れません。
チェックボックスにチェックがない場合には、形式上の要

件に適合している協定届とはなりません。

管理監督者は労働者代表
にはなれません。

協定書を兼ねる場合には、労働者代表の署
名又は記名・押印などが必要です。

２枚目
（表面）

臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（月45時間又は42時
間・年360時間又は320時間）を超えることはできません。

限度時間を超えて労働させる必要がある場合でも、時間外労働は限
度時間にできる限り近づけるように努めてください。

協定書を兼ねる場
合には、使用者の
署名又は記名・押
印などが必要です。



年次有給休暇の取得義務化

15

✓付与した日（基準日）から１年の間に５日の取得義務

✓対象は１年間で１０日以上の年休が付与される労働者

✓一部のパートも対象となる

✓半日単位の年休は計上されるが、時間単位年休は計上されない

• 新しく管理簿作成が必要になった（任意様式）

• 取得時季、取得日数、付与した日（基準日）を必ず記載し３年間保存



年次有給休暇①

16

週の所定労働日数が５日以上 または 週の所定労働時間数が30時間以上 の場合

年次有給休暇の付与日数（原則）

◆ 雇い入れの日から６か月継続して雇われていること

◆ 全労働日（各労働者ごとの所定労働日）の８割以上を出勤していること

年次有給休暇の発生要件



年次有給休暇②

17

週の所定労働日数が４日以下 かつ 週の所定労働時間数が30時間未満 の場合

（週の所定労働日数が決まっていない場合は、年間の所定労働日数が216日以下）

所定労働日数が少ない労働者の付与日数（比例付与）



年次有給休暇③

18

◆ 労働者から指定された日に、年次有給休暇を与えなければならない

◆ 最低でも年５日の年次有給休暇を取得させなければならない

◆ 年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存しなければならない

年次有給休暇の注意点

（対象：10日以上付与される労働者）



年次有給休暇の時季指定義務のポイント

19

10日付与（基準日）

労働者が使用者に
取得時季を申出

○月×日に
休みます

労働者 使用者 労働者 使用者
○月×日に

休んでください

労働者の申出による取得（原則） 使用者の時期指定による取得（新設）

使用者が労働者に
取得時期の意見を聴取

労働者の意見を尊重し
使用者が取得時期を指定

（例）4/1入社の場合

10日付与（基準日）

4/1 入社 10/1 4/1 9/30

10/1～翌9/30までの１年間に5日
取得時季を指定しなければならない。

◆対象者は、年次有給休暇が10日以上付与される労働者（管理監督者を含む）

◆労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日 （基準日）から１年以内に５日について、使用者が取得時季を指定し
て与える必要あり。（※）時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、意見を尊重するよう努める必要あり。

◆年次有給休暇を５日以上取得済みの労働者に対しては、使用者による時季指定は不要。

（※）労働者が自ら申し出て取得した日数や、労使協定で取得時季を定めて与えた日数（計画的付与）については、
５日から控除することができます。



年次有給休暇の時季指定義務のポイント

20



年次有給休暇管理簿の作成

21

使用者は、労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存しなけれ
ばなりません。必須項目は、①取得時期②取得日数③付与した日（基準日）



年次有給休暇の時季指定（就業規則記載方法）

22

休暇に関する事項は、就業規則の絶対的記載事項（労働基準法第89条）であ
るため、使用者による年次有給休暇の時季指定を実施する場合は、時季指定
の対象となる労働者の範囲及び時期指定の方法等について、就業規則に記載
しなければなりません。



過重労働による健康障害防止

23

長時間労働者に対する面接指導制度の改正

◆健康管理目的で労働者全員の労働時間の状況を把握

※タイムカード等の客観的な方法その他適切な方法により把握

月の時間外休日労働時間＝月の総労働時間数－（月の総歴日数/7）×40

◆時間外・休日労働時間が月80時間超の労働者本人に労働時間の情報通知

◆時間外休日労働時間が月80時間超の労働者が面接指導の申出

◆医師による面接指導を実施



労働時間の適正な把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 現場への移動、自宅待機、作業着への着
替え、作業の後片付け時間も、使用者の
明示または黙示の指示がある場合には、
労働時間に該当する

労働時間とは

24

◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握



労働条件の明示

25

※労働契約を結ぶ際、労働条件について書面交付により明示

しなければならない。

①労働契約の期間

②有期労働契約を更新する場合の基準（更新回数などの上限を含む）

③就業の場所・従事する業務の内容（変更の範囲を含む）

④始業・終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、
休日、休暇、交替制勤務をさせる場合は就業時転換に関する事項

⑤賃金の決定・計算・支払いの方法、賃金の締切り・支払いの時期
に関する事項

⑥退職に関する事項（解雇の事由を含む）

明示すべき時期・・・新規採用時や有期労働契約の更新時

必ず書面交付で明示



労働条件の明示

26

労働条件通知書の様式



割増賃金の算定方法

27

◆割増賃金の計算方法

◆割増賃金の算定基礎に含めなくてもよい手当
①家族手当、②通勤手当、③別居手当、④子女教育手当、⑤住宅手当、

⑥臨時に支払われた賃金、⑦１か月を超える期間ごとに支払われる賃金、

以上の７種類のみ。これら以外の手当は必ず算定基礎に含む必要あり。

月給制の場合

月給制の基本給＋諸手当（月給制）

年間平均の１月所定労働時間数
✕ 割増賃金率 ✕ 時間数

日給制の場合

日給制の基本給＋諸手当（日給制）

１日の所定労働時間数
✕ 割増賃金率 ✕ 時間数



解雇

28

◆ ３０日以上前に予告するか、３０日分以上（※）の平均賃金を支払う必要がある

◆ 予告期間には、解雇予告（通知）をした日は含まず、その翌日から算入する

※ 平均賃金を何日分か支払った場合には、その日数分の予告期間を30日から短縮可能

◆ 解雇の理由について証明書の請求があれば、遅滞なく交付する必要がある

解雇の注意点



最低賃金

29

適用を受ける労働者の範囲 事業場で働く全ての労働者（常用・パート・アルバイト等の
雇用形態と問わない。）

最低賃金において算入しな
いことを定める賃金  

①臨時に支払われる賃金（結婚手当など）

②１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）

③所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金
（時間外割増賃金など）

④所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金

（休日割増賃金など）

⑤午後10時～午前5時の間の労働に対して支払われる賃金の
うち、通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分（深夜割
増賃金など）

⑥精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

香川県最低賃金１０９２円（令和８年１０月１日～）



30

ご清聴ありがとうございました。
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